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時  間： 2015年 11月 17日(火) 16:30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館地下 1階 みずほホール
AB 















時  間： 2015年 12月 1日(火) 16:30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館地下 1階 みずほホール
AB 
テーマ：“The Effect of Internal and External Factors on Innovative Behaviour 
 of Chinese Manufacturing Firms” 
報告者：Yanrui Wu（Professor of  The University of Western Australia） 















京都大学：中国経済シンポジウム 2015  
中国における新たな改革･開放政策の展開 
 
主催  京都大学東アジア経済研究センター 
共 催  人文科学研究所付属現代中国研究センター 
    後 援  京都大学東アジア経済研究センター支援会 
中国経済経営学会 
 
時   間： 2015年 11月 28日(土) 13:30～18:00 
場   所： 京都大学吉田校舎国際科学イノベーション棟 5階 
        シンポジウムホール 
使用言語： 中国語（日本語通訳あり） 













13:30-13:35  挨拶 
岩本武和（京都大学経済学研究科科長)  
 
13:35-13:50 問題提起：  
劉徳強（京都大学地球環境学堂/経済学研究科教授）「中国経済の発展段階：日本との比較」   
 
13:50-14:50 講演Ⅰ  
張  軍（復旦大学経済学院院長・教授）「中国経済の課題と今後の改革」 
 
14:50-15:50 講演Ⅱ 
李  実（北京師範大学所得分配研究院執行院長・教授）「中国における所得分配と内需拡大」 
 
15:50-16:00              コーヒーブレーク                 
 
16:00-17:00 講演Ⅲ 
  王躍生（北京大学経済学院教授）「シルクロード開発、AIIB と新たな対外開放」 
 
17:00-17:50  質疑応答 




李  実（北京師範大学教授） 
王躍生（北京大学教授） 
 




会 場： 京都大学吉田校舎国際科学イノベーション棟 5階 
参加費： 2000 円(東アジア経済研究センター支援会会員は無料) 
 










































































































































































































































                                                                 以上 
 
                                   
 
 






2015 年 11 月 8 日 
                       大阪能率協会副会長兼アジア・中国事業支援室代表 
                  京都大学大学院経済学研究科・経済学部名誉フェロー大森經德 
                      大阪能率協会常任理事、アジア・中国事業支援室室長 
                                 同志社大学商学部客員教授 
喜多忠文 
日  時：平成 27 年 8 月 24 日（月）～8 月 29 日（土） 
訪問先：モンゴル・中国 
団  長：大森 經德（当協会副会長兼アジア・中国事業支援室 代表） 
副団長：喜多 忠文（当協会常任理事 アジア・中国事業支援室室長） 
副団長：福喜多俊夫（当協会常任理事アジア・中国事業支援室副室長） 
顧  問：川西 重忠（当協会個人会員 桜美林大学教授 北東アジア総合研究所所長） 





モンゴルの概況は面積 156 万平方キロ（日本の約４培）に 300 万人の人口で、首都ウランバート
























芳しくなく、海外からの投資は 12 年に 44

























 ゴビ社は 1981年設立で 2万平方メートルもある想像以上に大きなカシミヤ製造会社であった。




































































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012 年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2013 年 7.7 9.7 11.4 2.6 19.4 2590 7.8 7.2 ▲8.6 5.3 13.6 14.1 
7 月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8 月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9 月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
10 月  10.3 13.3 3.2 19.2 311 5.6 7.5 -8.2 1.2 14.3 14.1 
11 月  10.0 13.7 3.0 17.6 338 12.7 5.4 -9.3 2.3 14.2 14.2 
12 月 7.7 9.7 13.6 2.5 17.2 256 4.3 8.6 -3.4 -42.6 13.6 14.1 
2014 年 7.4 8.3 12.0 2.0 15.2 3824 6.1 0.4 4.41 14.2 12.2 13.6 
1 月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2 月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3 月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4 月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5 月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6 月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7 月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
8 月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9 月 7.3 8.0 11.6 1.6 11.5 310 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
10 月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
11 月  7.2 11.7 1.4 13.4 545 4.7 -6.7 -8.6 22.2 12.0 13.4 
12 月 7.3 7.9 11.9 1.5 12.6 496 9.5 -2.3 6.1 10.3 11.0 13.6 
2015 年             
1 月    0.8  600 -3.3 -20.0 2.2 -1.1 10.6 14.3 
2 月    1.4  606 48.3 －20.8 49.8 0.1 11.1 14.7 
 3 月 7.0 5.6 10.2 1.4 13.1 31 -15.0 -12.9 0.3 1.3 9.9 14.7 
4 月  5.9 10.0 1.5 9.6 341 -6.5 -16.4 2.9 10.2 9.6 14.4 
5 月  6.1 10.1 1.2 9.9 595 －2.4 －17.7 －14.0 8.1 10.6 14.3 
6 月 7.0 6.8 10.6 1.4 11.6 465 2.8 －6.3 4.6 1.1 10.2 14.4 
7 月  6.0 10.5 1.6 9.9 430 －8.4 －8.2 9.6 5.2 13.3 15.7 
8 月  6.1 10.8 2.0 9.1 602 －5.6 －13.9 23.9 20.9 13.3 15.7 
9 月 6.9 5.7 10.9 1.6 6.8 603 －3.8 －20.5 5.2 6.1 13.1 15.8 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
